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はじめに 
 

近年の土地利用ニーズの低下等を背景として、所有者が容易に判明しない所有者不明土

地が全国的に増加していることから「所有者不明土地の利用の円滑等に関する特別措置

法」（平成３０年法律第４９号。以下「所有者不明土地法」という。）が制定され、所有

者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議において決定された「所有者不明土地等対

策の推進に関する基本方針」が示されました。 

国土交通省では、所有者不明土地法の円滑な施行に向け、地方公共団体職員に対し所有

者不明土地を利活用した先進事例の情報提供、関係士業団体の知見の活用方法等の情報提

供を行い支援しております。 

今回、地方公共団体における所有者不明土地の土地所有者等の探索や財産管理制度、土

地収用及び地域福利増進事業等の活用をより一層促進させるため、所有者不明土地の課題

に対応した事例をとりまとめた「所有者不明土地対応事例集」を作成しました。 

事例はなるべく近年実施したもの、所有者不明土地に起こりうる問題に応じた探索・解

決方法を選定しております。 

 

事例集作成にあたっては、所有者不明土地連携協議会を通じて、都道府県・市町村及び

士業団体の皆様より、多大なご協力をいただきました。 

 

各事例の所有者探索にあたっては、下記手引き等を参考にして下さい。 

「権利者探索の手引き」 

 

◇表紙から第３章まで（目次、第１章総論、第２章権利者探索の方法、 

第３章所有者不明土地への対応に関連した各種制度の内容と手続き） 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/content/001390459.pdf 

 

◇第４章（各種専門家への相談・業務委託） 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/content/001390460.pdf 

 

「所有者の所在の把握が難しい土地に関する探索・利活用のためのガイドライン」 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk2_000125.html 

 

本書が円滑な業務の遂行の一助になれば幸いです。 

  

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/shoyushafumei/dai2/policy.pdf
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/shoyushafumei/dai2/policy.pdf


 
～掲載事例について～ 
 

本事例集の作成にあたっては、国土交通省の各地方整備局等、都道府県、市町村が行う

公共事業において実際に行った所有者不明土地の所有者探索の方法や解決方法を収集しま

した。中には、現在取り組んでいる事例（未解決事例）も含んでいます。 

さらに、全国の弁護士会、司法書士会、土地家屋調査士会の皆様が取組んだ事例につい

ても御協力をいただき収集しました。 

掲載事例は、全ての事例において、取組の経緯やポイントを整理した個票形式にて紹介

しています。さらに、掲載が可能であった数事例については、取得した所有者情報に関す

る書類、各種調査資料、申請書類等、実務上で参考となる情報を紹介しています。 

以上のように、本事例集では、以下の２種類に分類して事例を掲載しています。 

 

 

＜詳細紹介事例＞・・・概要、個票、詳細の資料を紹介している事例 

 

＜個票のみ＞・・・詳細の資料は、掲載できないものの個票にて取組の 

経緯やポイントのみを紹介している事例 

 

 

 

※個票の記載内容について 

各事例の個票については、事例の提供先にて記入していただいた内容を極力そのま

ま掲載しており、事例により語句等の表現が統一されておりませんことをご了承くだ

さい。 

 

※事例に関連する資料について 

詳細紹介事例において紹介している資料については、個人情報等の固有の情報は表

示しておりませんのでご了承ください。 

各事例の内容に係わる箇所については、下記のようなアイコンや枠を付けて紹介し

ていますので、着目してください。 
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―事例索引― 

●○● 関係団体からの提供事例 ●○● 

＜弁護士＞ 

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の
所在地 

課題解決に適用した方法・制度の詳細 頁 

情報を保有すると
思料される者へ確
認を行った事例 

３－３ 
栃木県内 所有権移転登記請求訴訟 

45 

解散した法人が所
有者であった事例 

４－２ 
千葉県 
八街市内 

清算人選任の申立 
57 

外国に居住してい
る所有者を探索し
た事例 

５－４ 
静岡県 
三島市内 

共有物分割の形成訴訟 
105 

財産管理制度を活
用して解決した事
例 

６－２ 
岩手県 
平泉町内 

不在者財産管理人制度の活用 
137 

 

＜司法書士＞ 

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の
所在地 

課題解決に適用した方法・制度の詳細 頁 

解散した法人が所
有者であった事例 

４－８ 
福井県 
越前市内 

清算人選任の申立 
73 

財産管理制度を活
用して解決した事
例 

６－３ 
福井県 
南越前町
内 

不在者財産管理人の選任申立 
143 

その他の事例 
８－４ 

福井県 
鯖江市内 

ポツダム政令に基づき、所有者を確定
させて登記名義を変更 

229 

 

＜土地家屋調査士＞ 

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の
所在地 

課題解決に適用した方法・制度の詳細 頁 

閉鎖登記簿や旧土
地台帳等を探索し
た事例 

１－１ 
滋賀県 
大津市内 ― 5 

その他の事例 
８－１ 

高知県 
南国市内 

不動産登記規則第 93 条の不動産調査
報告書への詳細な記載と、登記官の実
地調査権の執行 

213 
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●○● 事業の種類別掲載事例 ●○● 

＜道路関連＞ 

詳細紹介事例 

 

  

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の 
所在地 

課題解決に適用した方法・制度の詳細 頁 

閉鎖登記簿や旧土地
台帳等を探索した事
例 

１－１ 
 

滋賀県 
大津市内 ― ５ 

情報を保有すると思
料される者へ確認を
行った事例 

３－１ 
栃木県 
栃木市内 

不在者財産管理人制度の活用 
35 

解散した法人が所有
者であった事例 

４－１ 
新潟県 
村上市内 

法定清算人が代表清算人に就任 
49 

外国に居住している
所有者を探索した事
例 

５－２ 
北海道 
利尻町内 

不在者財産管理人制度の活用 
87 

５－３ 
新潟県 
村上市内 

不在者財産管理人制度の活用 
97 

財産管理制度を活用
して解決した事例 

６－３ 
福井県 
南越前町内 

不在者財産管理人の選任申立 
143 

６－４ 
広島県 
福山市内 

不在者財産管理制度を適用 
149 

認可地縁団体による
登記の特例によって
解決した事例 

７－２ 
熊本県 
和水町内 

認可地縁団体の登記の特例 
173 

７－３ 
宮崎県 
串間市内 

認可地縁団体の登記の特例制度 
183 

その他の事例 
８－１ 

高知県 
南国市内 

法定清算人が代表清算人に就任 
213 

８－２ 大分県内 不在者財産管理人制度の活用 223 

fujimori-k282
テキストボックス
249




 

個票のみの事例 

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の 
所在地 

課題解決に適用した方法・制度の詳細 頁 

閉鎖登記簿や旧
土地台帳等を探
索した事例 

１－２ 
静岡県 
富士宮市内 

不在者財産管理人の選任申立 
9 

解散した法人が
所有者であった
事例 

４－４ 
福島県 
いわき市内 

法定清算人が代表清算人に就任 
68 

４－５ 
栃木県 
小山市内 

不在者財産管理人制度の活用 
70 

４－６ 
東京都 
八王子市内 

土地収用制度（収用法）の適用 
71 

４－９ 
山口県 
阿武町内 

不在者財産管理人制度の活用 
74 

４－10 
岡山県 
美咲町内 

不在者財産管理人制度の活用 
75 

外国に居住して
いる所有者を探
索した事例 

５－７ 
宮城県 
白石市内 

不在者財産管理制度を適用 
116 

５－８ 
茨城県 
行方市内 

認可地縁団体の登記の特例 
118 

５－９ 
埼玉県 
新座市内 

認可地縁団体の登記の特例制度 
119 

５－10 
石川県 
金沢市内 

不動産登記規則第 93 条の不動産調査
報告書への詳細な記載と、登記官の実
地調査権の執行 

121 

財産管理制度を
活用して解決し
た事例 

６－６ 
秋田県 
にかほ市内 

ポツダム政令（昭和２２年政令第１５
号） 

159 

６－９ 
東京都 
練馬区内 

裁判所による清算人選任の申立 
164 

６－10 
鹿児島県出
水市内 

裁判所への清算人選任の申立 
165 

認可地縁団体に
よる登記の特例
によって解決し
た事例 

７－４ 
福島県 
須賀川市内 

清算人登記手続き 
203 

７－５ 
栃木県 
日光市内 

法人の閉鎖登記簿の閲覧 
204 

７－６ 
岡山県 
津山市内 

清算人選任の申立 
205 

７－８ 
長崎県 
松浦市内 

清算人選任の申立 
208 

７－９ 
熊本県 
熊本市内 

市及び法務局の旧土地台帳を比較 
209 

７－10 
鹿児島県南
大隅町内 

土地収用法に基づく権利取得 
210 

その他の事例 
８－４ 

福井県 
鯖江市内 

不在者財産管理制度を活用 
229 
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＜河川関連＞ 

詳細紹介事例 

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の
所在地 

課題解決に適用した方法・制度の詳細 頁 

土地所有者等関連
情報を利用した事
例 

２－１ 
岩手県 
岩泉町内 

不在者財産管理人制度の活用 
13 

個票のみの事例 

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の
所在地 

課題解決に適用した方法・制度の詳細 頁 

解散した法人が所
有者であった事例 

４－12 

宮崎県 
新富町内 

地方裁判所に清算人を選任してもら
い、土地売買契約を含む清算事務が完
了次第、非訟事件手続法第５９条第１
項の規定により清算人選任決定を取り
消し、選任に係る登記を抹消（清算事
務のスポット運用） 

78 

外国に居住してい
る所有者を探索し
た事例 

５－５ 
北海道 
札幌市内 

台湾籍の故人の相続関係調査(司法書
士への業務委託) 

112 

５－６ 
青森県内 相続人甲が国籍を有する A 国の在東京

A 国大使館への照会 
114 

財産管理制度を活
用して解決した事
例 

６－５ 
北海道 
平取町内 

不在者財産管理人制度を活用 
157 

６－８ 
埼玉県 
吉見町内 

不在者財産管理人制度の活用 
162 

認可地縁団体によ
る登記の特例によ
って解決した事例 

７－７ 
高知県 
いの町内 

認可地縁団体の登記の特例 
207 

その他の事例 

８－３ 

栃木県 
日光市内 

「昭和 20 年勅令第 542 号ポツダム宣
言受諾に伴い発する命令に関する件に
基づく町内会部落会又はその連合会等
に関する解散、就職禁止その他の行為
の制限に関する政令（昭和 22 年政令
第 15 号）」 

228 
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＜災害関連事業＞ 

詳細紹介事例 

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の 
所在地 

課題解決に適用した方法・制度の詳細 頁 

土地所有者等関連
情報を利用した事
例 

２－１ 
岩手県 
岩泉町内 

不在者財産管理人制度の活用 
13 

２－２ 
熊本県 
御船町内 

不在者財産管理人制度の活用 
19 

財産管理制度を活
用して解決した事
例 

６－１ 
熊本県 
御船町内 

不在者財産管理人制度の活用 
125 

認可地縁団体によ
る登記の特例によ
って解決した事例 

７－１ 
福井県 
越前町内 

認可地縁団体の登記の特例 
169 

７－３ 
宮崎県 
串間市内 

認可地縁団体の登記の特例制度 
183 

個票のみの事例 

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の 
所在地 

課題解決に適用した方法・制度の詳細 頁 

解散した法人が所
有者であった事例 

４－11 
熊本県 
南小国町内 

株式会社の代表清算人選任の登記申請 
76 

外国に居住してい
る所有者を探索し
た事例 

５－８ 
茨城県 
行方市内 

不在者財産管理制度を活用 
118 

 

●○● 未解決事例 ●○● 

個票のみの事例 

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の 
所在地 

課題解決に適用した方法・制度の詳細 頁 

情報を保有すると
思料される者へ確
認を行った事例 

３－１ 
栃木県内 不在者財産管理人制度の活用 

35 
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―掲載事例一覧表― 

詳細紹介事例       

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の
所在地 

従前の 
土地利用 

所有者不明
の要因 

所有者探索
の目的 

課題解決に適用した
方法・制度の詳細 

閉鎖登記簿や
旧土地台帳等
を探索した事
例 

１－１ 

滋賀県 
大津市内 

その他 権利部の未
登記 

高速道路の
建設 

― 

土地所有者等
関連情報を利
用した事例 ２－１ 

岩手県 
岩泉町内 

耕作放棄
地 

外国籍・海
外居住の所
有者 

河川におけ
る激甚災害
対策特別緊
急事業の施
行 

不在者財産管理人制
度の活用 

２－２ 

熊本県 
御船町内 

山林 外国籍・海
外居住の 
所有者 

熊本地震後
の緊急災害
対策として
急傾斜地崩
壊対策事業 

不在者財産管理人制
度の活用 

情報を保有す
ると思料され
る者へ確認を
行った事例 

３－１ 

栃木県 
栃木市内 

空き家 相続登記の
未了 

快適で安全
な道づくり
事業による
歩道の整備 

不在者財産管理人制
度の活用 

解散した法人
が所有者であ
った事例 

４－１ 
新潟県 
村上市内 

山林 法人の解散 国道道路事
業 

法定清算人が代表清
算人に就任 

４－２ 
千葉県 
八街市内 

その他 法人の解散 民間事業者
による宅地
分譲 

清算人選任の申立 

外国に居住し
ている所有者
を探索した事
例 

５－１ 
北海道 
江別市内 

空き地 外国籍・海
外居住の 
所有者 

遊水地工事
用地として
必要なため 

不在者財産管理人制
度の活用・土地収用
法（不明裁決） 

５－２ 
北海道 
利尻町内 

空き地 相続登記の
未了 

道路交安工
事施工 

不在者財産管理人制
度の活用 

５－３ 
新潟県 
村上市内 

山林 相続登記の
未了 

国道道路事
業 

不在者財産管理人制
度の活用 

５－４ 

静岡県 
三島市内 

その他 相続登記の
未了 

相続登記を
行い、分筆
して現況に
合わせたい 

共有物分割の形成訴
訟 

財産管理制度
を活用して解
決した事例 

６－１ 

熊本県 
御船町内 

山林 その他 熊本地震後
の緊急災害
対策とし
て、急傾斜
地崩壊対策
事業 

不在者財産管理人制
度の活用 

６－２ 

岩手県 
平泉町内 

その他 その他 「スマート
インターチ
ェンジ」を
設ける大規
模事業の用
地取得 

不在者財産管理人制
度の活用 
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詳細紹介事例       

事例種別 
掲載事例

No 
対象地の
所在地 

従前の 
土地利用 

所有者不明
の要因 

所有者探索
の目的 

課題解決に適用した
方法・制度の詳細 

６－３ 
福井県 
南越前町
内 

公衆用道
路 

土地所有権
登記名義人
が行方不明 

ダム事業の
ための取付
道路の工事 

不在者財産管理人の
選任申立 

６－４ 
広島県 
福山市内 

墓地 登記簿の未
更新及び 
戸籍の廃棄 

県道道路改
良事業 

不在者財産管理制度
を適用。 

認可地縁団体
による登記の
特例によって
解決した事例 

７－１ 
福井県 
越前町内 

山林 記名共有地 災害工事の
施工 

認可地縁団体の登記
の特例 

７－２ 
熊本県 
和水町内 

山林 記名共有地 県道活力創
出基盤交付
金工事 

認可地縁団体の登記
の特例 

７－３ 
宮崎県 
串間市内 

空き地 その他 道路災害関
連事業 

認可地縁団体の登記
の特例制度 

その他の事例 

８－１ 

高知県 
南国市内 

その他 権利部の未
登記 

道路拡張に
よる分筆登
記 

不動産登記規則第 93
条の不動産調査報告
書への詳細な記載
と、登記官の実地調
査権の執行 

８－２ 
大分県内 その他 記名共有地 国道道路改

良工事 
ポツダム政令（昭和
２２年政令第１５
号） 
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個票のみの事例 

事例種別 
掲載事
例 No 

対象地の
所在地 

従前の土地
利用 

所有者不明
の要因 

所有者探索の目的 
課題解決に適用した
方法・制度の詳細 

閉鎖登記
簿や旧土
地台帳等
を探索し
た事例 

１－２ 

静岡県 
富士宮市
内 

山林 権利部の未
登記 

道路拡幅工事 市及び法務局の旧土
地台帳を比較 

情報を保
有すると
思料され
る者へ確
認を行っ
た事例 

３－２ 
北海道 
砂川市内 

その他 相続登記の
未了 

用水路工事 裁判所に対する相続
放棄・限定承認の申
述の照会 

３－３ 
栃木県内 耕作放棄地 相続登記の

未了 
仮登記を本登記に
したいため 

訴訟（買受人たる地
位の移転） 

解散した
法人が所
有者であ
った事例 

４－３ 
北海道 
士別市内 

空き地 法人の解散 用水路改修工事 清算人の選任 

４－４ 
福島県 
いわき市
内 

空き地 法人の解散 県道道路改良工事 裁判所による清算人
選任の申立 

４－５ 
栃木県 
小山市内 

山林 法人の破産
終結 

車歩道の整備 裁判所への清算人選
任の申立 

４－６ 
東京都 
八王子市
内 

その他 法人の解散 国道改築事業の用
地買収 

清算人登記手続き 

４－７ 
岐阜県 
下呂市内 

山林 法人の解散 砂防事業における
砂防堰堤事業用地 

解散法人の清算人選
任の申立 

４－８ 
福井県 
越前市内 

山林 法人の解散 ダム用地として一
部買収予定地にな
っていた 

清算人選任の申立 

４－９ 
山口県 
阿武町内 

山林 法人の解散 国道改築工事の事
業用地 

清算人選任の申立 

４－10 
岡山県 
美咲町内 

山林 法人の解散 道路防災工事の施
工 

清算人選任の申立 

４－11 
熊本県 
南小国町
内 

山林 法人の解散 急傾斜地崩壊対策
工事の施工 

株式会社の代表清算
人選任の登記申請 

４－12 
宮崎県 
新富町内 

その他 法人の解散 河川改修事業にお
ける用地買収 

地方裁判所による清
算人の選任 

外国に居
住してい
る所有者
を探索し
た事例 

５－５ 
北海道 
札幌市内 

空き地 外国籍・海
外居住の 
所有者 

河川整備事業の用
地取得 

台湾籍の故人の相続
関係調査(司法書士へ
の業務委託) 

５－６ 
青森県内 その他 相続登記の

未了 
河川事業の用地取
得 

相続人甲が国籍を有
する A 国の在東京 A
国大使館への照会 

５－７ 
宮城県 
白石市内 

山林 外国籍・海
外居住の所
有者 

狭隘な国道の拡幅
工事 

土地収用法に基づく
権利取得 

５－８ 
茨城県 
行方市内 

畑 相続登記の
未了 

復興事業による道
路整備事業 

不在者財産管理制度
を活用 

５－９ 

埼玉県 
新座市内 

その他 相続登記の
未了 

都市計画道路の用
地取得 

測量会社、渉外司法
書士協会及びブラジ
ル埼玉県人会等によ
る調査 
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個票のみの事例 

事例種別 
掲載事
例 No 

対象地の
所在地 

従前の土地
利用 

所有者不明
の要因 

所有者探索の目的 
課題解決に適用した
方法・制度の詳細 

５－10 
石川県 
金沢市内 

山林 外国籍・海
外居住の所
有者 

国道の改築 不在者財産管理人制
度の活用 

５－11 
広島県 
広島市内 

山林 相続登記の
未了 

砂防事業用地 
― 

財産管理
制度を活
用して解
決した事
例 

６－５ 
北海道 
平取町内 

その他 その他 河川改修工事の水
衝部対策工事の事
業用地 

不在者財産管理人制
度を活用 

６－６ 
秋田県 
にかほ市
内 

耕作地 相続人全員
が相続放棄 

道路事業の用地取
得 

相続財産管理人制度
の活用 

６－７ 
茨城県 
筑西市内 

耕作放棄地 相続登記の
未了 

築堤事業 不在者財産管理人制
度の活用 

６－８ 
埼玉県 
吉見町内 

耕作地 権利部の未
登記 

河川改修事業で、
堤防拡幅整備を施
工 

不在者財産管理人制
度の活用 

６－９ 
東京都 
練馬区内 

その他 相続登記の
未了 

高速道路整備 不在者財産管理人制
度の活用 

６－10 
鹿児島県
出水市内 

耕作地 相続登記の
未了 

高速道路整備 相続財産管理人制度
の活用 

認可地縁
団体によ
る登記の
特例によ
って解決
した事例 

７－４ 
福島県 
須賀川市
内 

その他 記名共有地 国道整備事業 認可地縁団体の登記
の特例 

７－５ 
栃木県 
日光市内 

耕作放棄地 相続登記の
未了 

県道拡幅工事の用
地買収 

認可地縁団体の登記
の特例 

７－６ 
岡山県 
津山市内 

その他 その他 国道改築工事の事
業用地 

認可地縁団体が所有
する不動産に係る登
記の特例 

７－７ 
高知県 
いの町内 

竹林 相続登記の
未了 

河川改修工事 認可地縁団体の登記
の特例 

７－８ 
長崎県 
松浦市内 

その他 権利部の未
登記 

国道道路の新設 認可地縁団体の登記
の特例 

７－９ 
熊本県 
熊本市内 

山林 記名共有地 国道バイパス建設
用地の取得 

認可地縁団体の登記
の特例 

７－10 
鹿児島県
南大隅町
内 

山林 相続登記の
未了 

道路改良事業に係
る用地取得 

認可地縁団体の登記
の特例 

その他の
事例 ８－３ 

栃木県 
日光市内 

空き地 その他 河川流域砂防（砂
防堰堤群）工事に
必要な用地取得 

ポツダム政令（昭和
２２年政令第１５
号） 

８－４ 
福井県 
鯖江市内 

その他 記名共有地 道路用地の取得 ポツダム政令に基づ
き、所有者を確定さ
せて登記名義を変更 
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所有者不明土地法に基づき裁定申請した事例 

事例種別 
掲載事
例 No 

対象地の
所在地 

従前の土地
利用 

所有者不明
の要因 

所有者探索の目的 
課題解決に適用した
方法・制度の詳細 

所有者不
明土地法
に基づき
裁定申請
した事例 

９－１ 

茨城県 
潮来市内 

山林 権利部の 
未登記 

道路事業実施のた
め 

所有者不明土地法第
27 条第１項の規定に
よる、特定所有者不
明土地の収用につい
ての裁定申請 

９－２ 

山形県 
遊佐町内 

畑 権利部の 
未登記 

道路事業実施のた
め 

所有者不明土地法第
27 条第１項の規定に
よる、特定所有者不
明土地の収用につい
ての裁定申請 

９－３ 

青森県 
八戸市内 

宅地見込地 所有者の 
失踪 

道路事業実施のた
め 

所有者不明土地法第
27 条第１項の規定に
よる、特定所有者不
明土地の収用につい
ての裁定申請 

９－４ 

三重県 
いなべ市
内 

公簿原野、
現況山林 

相続登記の
未了 

道路事業実施のた
め 

所有者不明土地法第
27 条第１項の規定に
よる、特定所有者不
明土地の収用につい
ての裁定申請 
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